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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 平成 24 年 12 月 17 日(月) 午前 9 時から午前 9 時 30 分まで 

開 催 場 所 301 会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財務部長、財政担当部長、総務部

長、市民部長、生活環境部長、健康福祉部長、高齢・障害担当

部長、都市整備部長、建設管理担当部長、教育部長、学校教育

担当部長、生涯学習スポーツ担当部長、議会事務局長、会計管

理者 

欠席者：な し 

議 題 
１ ○25 実施計画について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方
針、残された問
題点、保留事項

等を記載する。） 

議題１ 

原案のとおり承認することとした。 

議題２ 

特になし。 

審 議 経 過 
（主な意見等を

原則として発言
順に記載し、同
一内容は一つに

まとめる。) 
 
（発言者） 

○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ ○25実施計画について 

（企画財務部長説明） 

各所管課から○25 実施計画への登載要求があった事業は３１０事業で

あった。その後、意見聴取、現地調査、理事者査定等を経て、実際に○25

実施計画原案として登載した事業は２４６事業、うち新規登載事業が３

９事業である。 

資料に基づく内容は、企画政策課長から説明する。 

 

（企画政策課長説明） 

資料５頁の財政フレームを御覧いただきたい。 

財政規模の３年間の合計は、歳入、歳出ともに８１２億７，１００万

円となっている。 

歳入のうち市税については、平成２７年度に固定資産税の評価替えに

よる減収が見込まれる。国庫支出金については、平成２６年度に防災行

政無線更新事業及び都市核地区土地区画整理事業の事業量の増加によ

り、増額を見込んでいる。また、扶助費関係の生活保護費負担金や障害

者自立支援給付費負担金等の増額も見込んでいる。都支出金について

は、平成２６・２７年度に増額しているが、都市核地区土地区画整理事

業の事業量の増加によるものである。繰入金については、平成２５年度

には８億の繰入れを見込んでいる。これは、公共施設建設基金から約６

億７，５００万円、防衛補助を財源として設置した基金から９，３００
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万円、緑の基金から約２５０万円の繰入れを見込んだものの、約２，９

００万円の財源が不足するため、やむなく財政調整基金から同額の繰入

れを見込み、収支の均衡を図ったところである。この結果、平成２５年

度末の財政調整基金の残高は、約４億６，１００万円、公共施設建設基

金の残高は約１７億１，５００万円となる見込みである。 

次に、歳出のうち義務的経費の中の扶助費については、生活保護費、

身体障害者に係る介護給付費及び訓練等給付費等の増加に伴い、毎年度

約３億円程度の増額を見込んでいる。 

次に、個別の事業計画について、平成２５年度の新規事業あるいは充

実事業を中心に説明する。 

 

（１１頁） 

 ⑶ 上水台地区集会所改築事業 

  平成２５年度に当該地区集会所の改築を行うものである。 

（１３頁） 

 ⑴ 議場インターネット中継導入事業 

   議場のインターネット中継に必要な機器等を導入するものであ

る。 

（１５頁） 

 ⑴ 地域防災計画修正事業 

   東日本大震災の教訓を踏まえ、東京都において昨年１１月に東京

都防災対応指針が、また本年４月には、首都直下地震等による東京

の被害想定が策定され、それを踏まえ東京都では東京都地域防災計

画を修正することから、本市についても地域防災計画の修正を行う

ものである。 

 ⑵ 特設公衆電話設置事業 

   小中学校の屋内運動場へ特設公衆電話を設置するための接続端

子を設置するものである。 

 ⑷ 防災行政無線更新事業 

   親局１局、子局５５局のデジタル化を行うもので、平成２５・２

６年度の２か年で工事を実施する。 

（１６頁） 

 雨水対策事業として 

  ⑺ （主）３５号線ほか２路線雨水対策事業 

  ⑻ Ｄ－１１号線雨水対策事業 

 を実施する。 

（１８頁） 

 ⑴ 消防団運営事業 

   消防団の費用弁償を引き上げるものである。 
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 ⑷ 消防ポンプ自動車購入事業 

   Ｎｏｘ・ＰＭ法の規制により使用ができなくなる車両を順次更新

するもので、平成２５年度には第三分団の車両購入を予定してい

る。 

（２０頁） 

 ⑹ 通学路標識設置事業 

  老朽化した通学路標識の立替え及び新設を行うものである。 

（２３頁） 

 ⑴ 総合型地域スポーツクラブ支援事業 

   平成２５年２月に設立が予定されている総合型地域スポーツク

ラブに対して補助金を交付し、その活動を支援するものである。 

 ⑵ 第６８回国民体育大会（スポーツ祭東京２０１３）推進事業 

   来年１０月に開催される本大会の準備や本大会の運営等を行う

ものである。 

 ⑶ 総合運動公園運動場（第１運動場）駐車場出入口改修事業 

 ⑷ 総合運動公園運動場（第１運動場）トイレ改修事業 

   国民体育大会の開催に伴い、会場周辺の施設を整備するものであ

る。 

（２４頁） 

 ⑹ 大南公園プール解体事業 

   老朽化に伴い廃止する施設の解体を行うものである。 

 ⑻ 硬式庭球場新設事業 

   三ツ木一丁目地内に、新たに硬式庭球場を２面整備するものであ

る。 

（２５頁） 

⑵ 保健相談センターお伊勢の森分室施設改修事業 

 耐震補強工事と合わせて空調設備改修工事を行うものである。 

（２７頁） 

⑴ 特定健康診査未受診者等受診勧奨事業 

  今年度に引き続き、平成２５年度においても電話による受診勧

奨を行うものである。 

（２８頁） 

⑵ 老人福祉施設整備費助成事業 

 東京武尊会、武蔵村山正徳会及び恭徳会が設置する特別養護老

人ホームに対する施設整備費の助成を行うものである。 

⑶ 福祉会館改修事業 

 ボイラー設備や空調設備、内装改修に加え、ＬＥＤ照明への改修

や太陽熱給湯設備の設置等を行うものである。 

⑷ 高齢者見守り相談室運営事業 
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  相談員を１名増員し、平成２５年度からは３名体制で運営を行

うものである。 

（３０頁） 

⑴ のぞみ福祉園運営拡充事業（定員の拡充） 

 現在運営している就労継続支援Ｂ型事業所の定員の拡充の検討

を行う。 

⑵ のぞみ福祉園運営拡充事業（新事業追加） 

 新たにデイサービス事業を行うことについて検討する。 

⑶ のぞみ福祉園空調設備改修事業 

 老朽化した空調設備の改修を行うものである。 

⑷ 身体障害者福祉センターショートステイ拡充事業 

 ショートステイ事業対象者を障害児にまで拡充するものである。 

（３２頁） 

⑴ 子ども・子育て支援事業計画策定事業 

  子ども・子育て関連三法の可決・成立に伴い新たに策定するもの

であり、平成２５年度にニーズ調査を行った後、平成２５・２６年

度の２か年で計画を策定するものである。 

（３３頁） 

⑼ 学童クラブ整備事業 

 第一小学校の敷地内に新たに学童クラブを整備するものである。 

（３４頁） 

⒀ 子どもカフェ（仮称）運営費補助事業 

 乳幼児とその保護者が自由に集える環境を整備するため、活動場

所の確保と運営のための経費の補助を行うものである。 

（３５頁） 

⑵ 西武拝島線武蔵砂川駅バリアフリー化事業 

 立川市、西武鉄道及び本市の３者が共同して障害者用トイレやエ

レベーター設置等のバリアフリー化工事を行うものである。 

（３８頁） 

 オ スクールカウンセラー派遣事業 

   東京都公立学校スクールカウンセラー未設置校４校に、市のスク

ールカウンセラーを配置するものである。 

（３９頁） 

 キ コミュニティ・スクール推進事業 

   市内小中学校全校にコミュニティ・スクールを導入するもので、

平成２３年度の村山学園、平成２４年度の第八小学校に続き、平成

２５年度には第一小学校等への導入を予定しているものである。 

（４０頁） 

 エ 校舎普通教室冷房化推進事業 
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   尐人数教室及び学級数の増加に伴う普通教室へ冷房設備を設置

するものである。 

 オ 校舎暖房設備改修事業 

   第三中学校の老朽化した暖房設備を取り替えるものである。 

（４１頁） 

 カ 学校図書室冷房設備設置事業 

   学校図書室に冷房設備を設置するもので、平成２５年度に４校、

平成２６年度に２校の整備を行い、小中学校全校の整備が完了する

予定である。 

（４２頁） 

 ス 給水管改修事業 

   小中学校全校の水飲み栓を直結給水に改修するもので、平成２５

年度をもって全校の整備が完了する予定となっている。 

（４３頁） 

 チ 中学校武道場整備事業 

   武道場が整備されていない第四中学校及び第五中学校に新たに

武道場を整備するもので、平成２５年度に第四中学校、平成２６年

度に第五中学校を整備することにより、中学校全校の整備が完了す

る予定となっている。 

 ト 小中学校太陽光パネル推進事業 

   小中学校に順次太陽光パネルを設置するもので、平成２５年度に

ついては第四中学校の武道場整備に合わせ、その屋根に太陽光パネ

ルを設置する予定である。 

（４５頁） 

 ⑴ 生涯学習情報提供及び学習施設等予約システム整備事業 

   平成２６年度にインターネット上で施設の予約等が行えるシス

テムを導入するものである。 

 ⑶ 中藤地区学習等供用施設空調設備改修事業 

   老朽化した空調設備を、各部屋ごとに調節することができる個別

方式に改修するものである。 

（４７頁） 

 ア 新青梅街道沿道まちづくり推進事業 

   新青梅街道の拡幅整備に伴い、にぎわいと活力のある沿道市街地

の形成や、多摩都市モノレールの延伸を踏まえた新青梅街道沿道地

区まちづくり計画を策定するものである。 

（４８頁） 

 オ （主）２号線交差点拡幅整備事業 

   都道５９号線の交差点西側を拡幅し、右折レーンを設置するもの

で、平成２５年度には用地取得等を行う予定である。 
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 ク （主）１７号線整備事業 

   幅員１２ｍの道路に拡幅整備するもので、平成２５年度には、用

地取得が完了している部分の道路築造を行うものである。 

（４９頁） 

 ウ （主）１２号線拡幅整備事業 

   延長約３６０ｍの道路を拡幅整備するもので、警視庁協議を経

て、平成２５年度には道路線形の設計委託を行うものである。 

（５０頁） 

 キ （主）２６号線拡幅整備事業 

   幅員６ｍの道路に拡幅整備するもので、平成２５年度には物件補

償調査委託や土地の先行取得に伴う利子補給を行うものである。 

 ケ （主）６６号線拡幅整備事業 

   幅員６ｍの道路に拡幅整備するもので、平成２５年度には物件補

償調査委託や土地の先行取得に伴う利子補給を行うものである。 

（５１頁） 

 シ 公共基準点測量事業 

   境界の確定に用いる公共基準点が、東日本大震災の影響により、

現在は利用が制限されていることから、改めて測量を行うものであ

る。 

 ア 小山歩道橋撤去事業 

   （主）７号線に横断歩道及び信号機を設置するため、歩道橋を撤

去するものである。 

（５３頁） 

 ア 市内地域公共交通検討調査事業 

   市内循環バスの運行ルートの再編及び乗合タクシー（仮称）の実

証実験運行に伴う利用者へのアンケート調査を行うものである。 

 イ 乗合タクシー（仮称）実証実験運行事業 

   市南西地域を対象として導入する乗合タクシーの運行業務を委

託するものである。 

（５５頁） 

 ⑴ 中村運動広場整備事業 

 ⑵ 中藤五丁目運動広場整備事業 

 運動広場内にトイレ及び水飲み場を整備するものである。 

（５６頁） 

 ⑹ 野山北公園木道整備事業 

   腐食している支柱や横板の改修を行うものである。 

（５７頁） 

 ⑵ 管渠改良事業 

   三本榎交差点のすいすいプランの施工等に伴う下水道管渠の改
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良を行うものである。 

 ⑷ 下水道施設地震対策計画及び長寿命化計画策定事業 

   下水道管渠の地盤情報マップの作成や施設の長寿命化のための

基本計画等を策定するものである。 

（５８頁） 

 ⑴ 都市核地区土地区画整理事業 

   平成３１年度の事業完了へ向け、引き続き道路工事や物件移転補

償等を行うものである。 

（６１頁） 

⑴ 電気自動車用急速充電器移設事業 

 立川合同庁舎で使用されていた電気自動車用急速充電器を市役

所第２駐車場へ移設するものである。 

⑵ スマートコミュニティ導入研究事業 

 再生可能エネルギーを最大限に活用し、エネルギーの消費を最小

限に抑えるスマートコミュニティ導入についての研究を行うもの

である。 

（６２頁） 

⑵ 航空機騒音観測システム設置事業 

 騒音の評価指数の改正に伴い、第十小学校の屋上に設置してある

航空機騒音観測システムを更新するものである。 

（６４頁） 

⑵ 企業誘致促進事業 

 市内工業地域内へ企業を誘致するため、奨励金を交付するもので

ある。 

（６６頁） 

 ⑴ 原動機付自転車新課税標識（ご当地ナンバープレート）導入事業 

   市のＰＲ等を図るため、デザイン付きのナンバープレートを作成

するものである。 

（６７頁） 

 ⑺ 情報館レイアウト等更新事業 

   より一層の観光振興に資する施設とするため、情報館のレイアウ

ト等を更新するものである。 

（６８頁） 

 ⑴ 歴史民俗資料館施設改修事業 

   老朽化した空調設備の改修や、展示室等の床張替え、外装改修等

を行うものである。 

（６９頁） 

 ⑵ 専用水道事務等事務委託事業 

   権限委譲により市に移管された事務を、事務処理の効率化の観点
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から東京都へ委託するものである。 

（７０頁） 

 ⑺ 高齢者作業所耐震補強事業 

   シルバー人材センターが使用している建物の耐震補強が必要な

ことから、実施設計及び耐震補強工事を行うものである。 

 

 最後に今後の予定であるが、本日庁議決定をいただいた場合には、市

長決裁を経て今月下旬に広資料として配布する予定である。 

 

 

（質疑等） 

○ 財政フレームについて、公共施設建設基金を約６億７，５００万円

取り崩すということであるが、例月出納検査や決算審査において、監

査委員からは目的に沿って基金を取り崩すよう指摘を受けていると

ころであり、基金の取崩しについては精査をしているのか、詳細を伺

いたい。 

● 監査委員等から維持補修事業等への公共施設建設基金の充当は趣

旨に合わないという指摘を受けていることは承知しているところで

あり、基本的には、施設改良事業や新設事業へ公共施設建設基金を充

当している。 

 

（結 果） 

 原案のとおり承認する。 

 

議題２ その他 

 特になし。 

 

 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財務部 企画政策課（内線：374） 

（日本工業規格Ａ列４番） 


